
第１

議 案 第 ２ 号 令和４年度南あわじ市一般会計補正予算（第８号）

議案第１７号 南あわじ市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を
改正する条例制定について

議案第１８号 南あわじ市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関
する条例の一部を改正する条例制定について

議案第１９号 南あわじ市定年前に退職する意思を有する職員の募集及び認定等
に関する条例の一部を改正する条例制定について

議案第２０号 南あわじ市大学入学奨励金支給条例の一部を改正する条例制定に
ついて

議案第２１号 南あわじ市行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の
提供に関する条例の一部を改正する条例制定について

議案第２２号 南あわじ市地域集会施設条例の一部を改正する条例制定について

議案第２３号 南あわじ市消防団条例の一部を改正する条例制定について

議案第３１号 公の施設の指定管理者の指定期間の変更について（神道公会堂）

議案第３２号 辺地に係る公共的施設の総合的な整備計画の変更について（吉
野・惣川・黒岩・白崎・来川辺地）

議案第３３号 財産の譲与について（神道公会堂）

議案第３７号 南あわじ市個人情報保護審査会条例の一部を改正する条例制定に
ついて

第２

議 案 第 ３ 号 令和４年度南あわじ市介護保険特別会計補正予算（第２号）

議 案 第 ４ 号 令和４年度南あわじ市産業廃棄物最終処分事業特別会計補正予算
（第１号）

議案第２４号 南あわじ市手数料条例の一部を改正する条例制定について

議案第２５号 南あわじ市火葬場条例の一部を改正する条例制定について

議案第２６号 南あわじ市障害者見舞金支給条例の一部を改正する条例制定につ
いて

議案第２７号 南あわじ市敬老祝金支給条例の一部を改正する条例制定について

議案第２８号 南あわじ市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について

議案第２９号 南あわじ市淡路ファームパークイングランドの丘条例の一部を改
正する条例制定について

議案第３号、議案第４号、議案第２４号～議案第３０号、議案第３４号～議案第３６
号、議案第３８号～議案第４１号（１６件一括上程）

第１１８回南あわじ市議会定例会議事日程（第７号）

令和５年３月２４日（金）午前１０時開議

議案第２号、議案第１７号～議案第２３号、議案第３１号～議案第３３号、議案第３
７号（１２件一括上程）



議案第３０号 南あわじ市営特定公共賃貸住宅条例の一部を改正する条例制定に
ついて

議案第３４号 字の区域の変更について（湊地区）

議案第３５号 市道路線の認定について

議案第３６号 灘黒岩水仙郷施設整備工事請負変更契約の締結について

議案第３８号 南あわじ市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定につい
て

議案第３９号 南あわじ市介護保険条例の一部を改正する条例制定について

議案第４０号 灘黒岩水仙郷外構整備工事請負契約の締結について

議案第４１号 損害賠償額の決定及び和解について

第３

議 案 第 ５ 号 令和５年度南あわじ市一般会計予算

議 案 第 ６ 号 令和５年度南あわじ市国民健康保険特別会計予算

議 案 第 ７ 号 令和５年度南あわじ市後期高齢者医療特別会計予算

議 案 第 ８ 号 令和５年度南あわじ市介護保険特別会計予算

議 案 第 ９ 号 令和５年度南あわじ市土地開発事業特別会計予算

議案第１０号 令和５年度南あわじ市産業廃棄物最終処分事業特別会計予算

議案第１１号 令和５年度南あわじ市国民宿舎事業特別会計予算

議案第１２号 令和５年度南あわじ市下水道事業会計予算

議案第１３号 令和５年度南あわじ市広田財産区特別会計予算

議案第１４号 令和５年度南あわじ市福良財産区特別会計予算

議案第１５号 令和５年度南あわじ市北阿万財産区特別会計予算

議案第１６号 令和５年度南あわじ市沼島財産区特別会計予算

第４ 請 願 第 １ 号 消費者被害を防止、救済するため特定商取引法の抜本的法改正を
求める請願書

第５ 発 委 第 ２ 号 「特定商取引法平成２８年改正における５年後見直しに基づく同
法の抜本的改正」を求める意見書について

第６ 発 委 第 ３ 号 南あわじ市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一
部を改正する条例制定について

第７

第８

議員派遣の申し出

議会運営委員会、常任委員会の閉会中の継続調査の申し出

議案第５号～議案第１６号（１２件一括上程）



南あわじ市議会議長　長　船 口 博　様

総務ズ教常任委員会委員長　土　井

委　員　会　審　を　報　告　書

記

令和 ５年 ３ｊ １６日
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本委員会に付おＥの事件は、審査の結束、下髱の とお り決定したので、 会議規ｍ第１ ０８
条の規定によ り報告します。

議案 番そ 件　　　　　　　　鳬 結　果

議案 第２焉

議案 第１ ７そ

議案 第１ ８発

議案 第１ ９号

議案 第２ ０昜

議案 第２ １倚

議案 第２ ２号

議案 第３ ３篶

令和４年度南あわじ市一甄会計補‾ミ予算（第８ 昜）

南あわじ市ぬ益的法人等への職員の登、遣等に関する条例の
一部を改ｊＥする条例制定について

南あわじ市特別職の職員で非常勤のものの報珊ぽび費篦弁
償に関する条例の一部を改了Ｅする条例制定について

南あわじ市定年前にぷ職する意，ＥＢを有する職員の募集八び
認定等に関する条例の一部を改ｉＥする条例制定について

南あわじ市大学入学奨励金支給条例の一部を改‾Ｌする条イタｌ
制定について

南あわじ市訝鼈手続における特定の個人を識別するための
番篶の悒篦等に関するぶ徐に基づく 個人番昜の髱罠刄、び特
霊．個人情報のを供に関する粂例の一部を改工Ｅする条例幤Ｊｔ
について

南あわじ市ｔ域集会施鼈粂例の一部を改ｉＥする条例鵈定に
ついて

南あわじ市消防回条例の一部を改工Ｅする条佃』芻』定について

原案 ｉｉＴ決

笥、案可決

罌、案‾万決

笥、案可決

罌、案‾万決

原案 ‾万決

票案 可決

罌、案ｉｉＴ決



議案 番鴛 件　　　　　　　　　佑 結　果

議案 第３ １鴛

議案 第３ ２篶

議案 第３ ３そ

議案 第３ ７そ

ぬの施設の指定管理者の指定期間の変ぞこついて （ネ中道ぬ
会堂）

辺麑に係るぬまぢ自力ま設の総合的なを備計画の変‾胱について
（吉Ｗ・ 惣川 ・黒岩・ 白崎 ・来ＪＩ Ｉｍ竟）

財産の譲与について（神道ぬ会堂）

南あわじ市個乂殱報イ来護審を会条例の一部を改ｌＥする条例
制定について

翳案 可決

原案 可決

丿京 案‾覡決

罌、案可決



南あわじ市議会議長　長　船 ｐ 博　様

産業厚圭常任委員会委員長 口

Ｓ　員　会　審　を　兼－ き　書

令和 ５年 ３１ ２０日
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１

本委員会にかナ託の事イ牛は、 畜をの結Ｘ、 下記のとおり 決定したので、会議規只｜』第 １０８
条の藐定によ り報告します。

記

議案 番倚 件　　　　　　　　　名 結　果

議案 第３号

議案 第４そ

議案第２ ４号

議案 第２ ５昜

議案 第２ ６号

禁案 第２ ７号

議案 第２ ８倚

議案 第２ ９そ

議案 第３ ０号

令手口４ 年度南あわじ市介護縦険特ＳＩ」会計補ｌＥ予算 （第２
号）

令手口４ 年度南あわじ市ま業廃棄物最終処黛本業特ＳＩ」会計補
ｊＥ予算 （第 １夸）

南あわじ市手数料茶例の一部を改ＴＥする条例制定について

南あわじ市大葬湯茶例の一部を改止する条例制定について

南あわじ市障害者見舞金支給茶例の一部を七Ｅする茶鴨鼈
定について

南あわじ市敬ｔ祝金支給条例の一部を改‾Ｅする茶鴨顫定に
ついて

南あわじ市ミ別旄康保険茶例の一部を改ｉＥする条例鵯ｔに
ついて

南あわじ市淡路フ ァームパーク イン グラ ンドのｊｉ茶イ夙の一
おを改ミする茶イ翔れ｜』定について

南あわじ市営特定な共賃貸住宅条例の一部を改ｉＥする条例
制定について

原案 可決

薺、案‾５Ｔ決

が案 可決

罌、案可決

蹲、案可決

原案 ‾万決

原案 可決

原案 可羝

が案 可決



議案 番倚 件　　　　　　　　　鳬 結　果

議案 第３ ４そ

議案 第３ ５そ

議案 第３ ６そ

議案 第３ ８匙

議案 第３　１９　発

議案 第４ ０倚

へ

議案 第４ １昜

字の 区域の変ぞこついて（湊地区）

市道縦線の認定について

灘黒萢水仙郷施設整備工事請負変ぞ契嶌の締結について

南あわじ市国民健康保険税条ィＭの－鶚を改‾Ｅする 条例制定
について

南あわじ市介護保険条ィ夙の一部を４７Ｅする条鴨鵯定につい
て

灘黒岩水仙郷夕４ヽ構整備工事請負契めの締結について

ｍ害賠償額の決定‾反び和解について

原案 可決

笥、案可決

原案 可恍

翳案 可決

原案 可決

原案 丿丁決

原案 可決



南あわじ市議会議長　長　船

委　員

本委員会に付託の事件は、
条の規定によ り報告します。

吉　博 様

予算審ま特別香員会委員長　土　襄

会 審ま ・報 告書

令和 ５年 ３１ １５日
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審まの結果． 下Ｅのと おり 決定したので、会議規１り第１　０　８

記

議案 番脣 件　　　　　　　　名 結　果

議案 第５そ

議案 第６号

徴案 第７号

祖案 第８硲

議案 第９そ

議案 第１ ０倚

議案 第１ １発

議案 第１ ２倚

素案 第１ ３そ

儀案 第１ ４号

竃案 第１ ５そ

議案 第１ ６そ

令和 ５年度南あわじ市一般会計予算

令手口５ 年度南あわじ市ＲＲ朧康保険特別会計予算

令手口５ 年度南あわじ市後努高齢者Ｅ療特鬚会計予算

令手口５年度南あわじ市介護保険特別会社予算

令手口５ 年度南あわじ市上地回発事業特ＳＩ」会計予算

令和 ５年度南あわじ市亙業廃棄物最終処分事業特Ｓり会計予
算

令皋］５ 年度南あわじ市国民宿舎本業特タ３ １」会牡予算

令手口５年度南あわじ市下水１本業会牡予算

冷ヽ手口 ５年ま南あわ じ市広田財ま区特私会計予算

殆和 ５年曵南あわ じ市福氈財ま区特別会社予算

令れ］５ 年度南あわじ市北Ｆ万財産迅特別会計予算

令手口５ 年度南あわじ市泓氈財ま区特ＳＩ」会計予算

原案 可決

罌、案‾覡決

罌、案‾覡決

原案 ‾覡決

原案 ‾罵決

原案 可決

原案 可決

原案 ‾鳶決

原案 鳫決

溽、案可決

齋、案可決

万案 可決



南あわじ市議会議そ　長　船 ロ 博　様

総務ウこ教常任委員会委員長　土　井

請願 審を 報き

本委員会にイ才託の請願を審をの結果、
条第１項の規定により 報告しますｏ

書

令和 ５年 ３１ １６日
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巧‾ノプフ
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下記のと おり 決定 したので、会議規則第 １３８

記

請願 番号 件　　　　　　　　名 結　果

請Ｓ 第１号 消費者被害を猫止、救済するため特定商な５１まの抜本蝎法
改‾ＶＥ を求める請願書

採　　択



発委第２そ

南あわじ市議会議長　悵　船 口 博　様

令和 ５年 ３Ｊｊ２ ４日

提■者

総務文教常任委員台・員長　士　井

「特定商取りＩ法平成 ２８年改」Ｅにおける ５年後見直し

に基づく 回法の抜本的改：Ｅ」 を求める意見書について

－．　ヽ

ド］よｉＣ鈩．
９　　　　 －　－

上２の議案を、５Ｊｌｊ紙のと おり 奥方 自？台法第１ ０９ 条第 ６ＪＪＩＲび会議規則第１ ３条

第２項の規定によ り提ｉします。



「特定商取引法平成28年改正における５年後見直し 

に基づく同法の抜本的改正」を求める意見書 

 

特定商取引法（以下「特商法」という。） の2016年（平成28年）

改正の際、いわゆる５年後見直しが定められた。2022年（令和４

年）12月に同改正法の施行から５年の経過を迎えた。令和４年版

消費者白書によると、消費生活相談は85.2万件でここ15年ほど

高止まりが続いており、特商法の対象分野の相談は全体の

54.7％にのぼる。そして、令和３年度版消費者白書によれば、65

歳以上の高齢者の相談では、特商法の対象取引分野のうち訪問

販売の割合が13.0％、電話勧誘販売の割合が8.9％であり、65歳

未満の割合の２倍を超えている。さらに、令和４年版消費者白書

によると、認知症等高齢者においては、訪問販売・電話勧誘販売

の相談が48.6％を占めている。超高齢社会が進む中、高齢者が悪

質商法のターゲットにされないよう早急な対応が必要である。

また、令和４年版消費者白書によると、インターネット通販に関

する相談が世代全体の27.4％と最多となり、トラブルが増加し

ているが、事業者や勧誘者を特定できない事例も多い。マルチ取

引は、20歳代において高い比率を占めていて、2022年（令和４年）

４月の成年年齢の引下げにより、18歳から19歳を狙ったマルチ

被害の増加が予想される。これらの被害に対処するために、国に

対し、次のような特定商取引法の改正を行うよう要望する。 

 

1 訪問販売や電話勧誘販売について、消費者があらかじめ拒絶

の意思を表明した場合には勧誘してはならない制度とする

こと及び事業者の登録制を導入すること。 

2 SNS等のインターネットを通じた通信販売の勧誘等につき、



行政規制・クーリング・オフ等を認めること、及び権利を侵

害された者はSNS事業者等に対し、相手方事業者等を特定す

る情報の開示を請求できる制度を導入すること。 

3 連鎖販売取引について、国による登録・確認等の開業規制を

導入すること及び規制を強化すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月24日 

 

兵庫県南あわじ市議会議長 長 船 吉 博  

 



意 見 書 提 出 先 

 

 

衆議院議長  細 田 博 之 様 

          〒100-0014 東京都千代田区永田町1-7-1 

 

参議院議長  尾 辻 秀 久 様 

        〒100-0014 東京都千代田区永田町1-7-1 

 

内閣総理大臣  岸 田 文 雄 様 

〒100-8914 東京都千代田区永田町1-6-1 

 

内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全担当） 

  河 野 太 郎 様 

          〒100-8914 東京都千代田区永田町1-6-1 

 



提出の理由 

 

 超高齢社会が進む中、高齢者が悪質商法のターゲットにされないよう早急な

対応が必要である。また、令和４年版消費者白書によると、インターネット通販

に関する相談が世代全体の 27.4％と最多となり、トラブルが増加しているが、

事業者や勧誘者を特定できない事例も多い。マルチ取引は、20 歳代において高

い比率を占めていて、2022 年（令和４年）４月の成年年齢の引下げにより、18

歳から 19 歳を狙ったマルチ被害の増加が予想される。これらの被害に対処する

ために、国に対し、特定商取引法の改正を行うよう意見書を関係機関に提出する

ものです。 

 



発委第３号

南あわじ市售会議長　長　舳 口 博　様

貘ぬ者

令和 ５年 ３ｊ ２４日

南あわじ市躔会議員の議員報酬及び費用弁償等に回する条例

の一部を改‾Ｅする条例制定について

議会ミ営委員会委員を　篆　口　 博　女
ｉｌ－

ｌ

ｌ＿ ｜’１

上記の議案を、別紙の とお り地力自 治法第１ ０９ 条第 ６リｔ・び会議規覧第 １３条

第２項の規定によ り提けｊ します。



 

 

 

南あわじ市条例第  号 

 

   南あわじ市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一 

   部を改正する条例 

 

南あわじ市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（平成 17 年南

あわじ市条例第 32 号）の一部を次のように改正する。 

 第３条の次に次の１条を加える。 

（議員報酬の支給制限） 

第３条の２ 前２条の規定にかかわらず、議員が刑事事件の被疑者又は被告人

として逮捕、勾留その他身体を拘束する処分（以下「逮捕等」という。）を受

けたときは、逮捕等を受けた期間（以下「逮捕等期間」という。）に係る議員

報酬の支給を一時差し止めるものとする。ただし、議員が逮捕等を受けたこ

とを知った時が議員報酬の支給日の直前であることその他の理由により当該

支給を差し止めることができない月の議員報酬については、この限りでない。 

２ 前項本文の規定により議員報酬の支給を一時差し止める処分（以下「一時

差止処分」という。）の理由となった刑事事件に関し、公訴を提起しない処分

があった場合、公訴を提起されることなく逮捕された日から１年を経過した

場合又は無罪判決が確定した場合その他有罪判決を受けることがなくなった

場合は、速やかに、当該一時差止処分を取り消さなければならない。 

３ 前２条の規定にかかわらず、議員について次の各号のいずれかに該当する

場合には、当該各号に掲げる期間（以下「不支給期間」という。）に係る議員

報酬は、支給しない。この場合において、当該議員報酬のうち、既に支給し

たもの（以下「返納対象議員報酬」という。）があるときは、当該議員は、返

納対象議員報酬を返納しなければならない。 

⑴ 刑事事件に関して有罪判決が確定した場合 逮捕等期間 

⑵ 刑事事件の刑の執行のため刑事施設に収容された場合 当該刑事施設に

収容された期間 

４ 一時差止処分に係る議員報酬の額及び不支給期間に係る議員報酬の額（返

納対象議員報酬の額を含む。）は、各月における逮捕等期間又は不支給期間の



 

 

日数に応じて、当該期間の属する月の現日数を基礎として日割りによって計

算した額とする。 

第５条の次に次の１条を加える。 

（期末手当の支給制限） 

第６条 前条の規定にかかわらず、基準日以前６か月以内の期間において逮捕

等期間がある議員については、当該基準日に係る期末手当のうち、当該逮捕

等期間（当該基準日以前６か月以内に係る部分に限る。）の日数に応じて、当

該基準日以前６か月の期間の現日数を基礎として日割りによって計算した額

の支給を一時差し止めるものとする。 

２ 前条の規定にかかわらず、基準日以前６か月以内の期間において不支給期

間がある議員については、当該基準日に係る期末手当のうち、当該不支給期

間（当該基準日以前６か月以内の期間に係る部分に限る。）の日数に応じて、

当該基準日以前６か月の期間の現日数を基礎として日割りによって計算した

額は、支給しない。 

３ 第３条の２第２項及び第３項後段の規定は、前２項の場合について準用す

る。 

 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



南あわじ市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例新旧対照表 

現     行 改  正  案 備 考 

第１条・第２条 略 第１条・第２条 略  

（議員報酬の支給） （議員報酬の支給）  

第３条 略 第３条 略  

２ 略 ２ 略  

 （議員報酬の支給制限）  

 第３条の２ 前２条の規定にかかわらず、議員が刑事事件の被疑者又

は被告人として逮捕、勾留その他身体を拘束する処分（以下「逮捕

等」という。）を受けたときは、逮捕等を受けた期間（以下「逮捕

等期間」という。）に係る議員報酬の支給を一時差し止めるものと

する。ただし、議員が逮捕等を受けたことを知った時が議員報酬の

支給日の直前であることその他の理由により当該支給を差し止める

ことができない月の議員報酬については、この限りでない。 

 

 ２ 前項本文の規定により議員報酬の支給を一時差し止める処分（以

下「一時差止処分」という。）の理由となった刑事事件に関し、公

訴を提起しない処分があった場合、公訴を提起されることなく逮捕

された日から１年を経過した場合又は無罪判決が確定した場合その

他有罪判決を受けることがなくなった場合は、速やかに、当該一時

差止処分を取り消さなければならない。 

 

 ３ 前２条の規定にかかわらず、議員について次の各号のいずれかに該

当する場合には、当該各号に掲げる期間（以下「不支給期間」という。）

に係る議員報酬は、支給しない。この場合において、当該議員報酬の

 



うち、既に支給したもの（以下「返納対象議員報酬」という。）があ

るときは、当該議員は、返納対象議員報酬を返納しなければならない。 

 ⑴ 刑事事件に関して有罪判決が確定した場合 逮捕等期間  

 ⑵ 刑事事件の刑の執行のため刑事施設に収容された場合 当該刑

事施設に収容された期間 

 

 ４ 一時差止処分に係る議員報酬の額及び不支給期間に係る議員報酬

の額（返納対象議員報酬の額を含む。）は、各月における逮捕等期

間又は不支給期間の日数に応じて、当該期間の属する月の現日数を

基礎として日割りによって計算した額とする。 

 

第４条・第５条 略 第４条・第５条 略  

 （期末手当の支給制限）  

 第６条 前条の規定にかかわらず、基準日以前６か月以内の期間におい

て逮捕等期間がある議員については、当該基準日に係る期末手当のう

ち、当該逮捕等期間（当該基準日以前６か月以内に係る部分に限る。）

の日数に応じて、当該基準日以前６か月の期間の現日数を基礎として

日割りによって計算した額の支給を一時差し止めるものとする。 

 

 ２ 前条の規定にかかわらず、基準日以前６か月以内の期間において不

支給期間がある議員については、当該基準日に係る期末手当のうち、

当該不支給期間（当該基準日以前６か月以内の期間に係る部分に限

る。）の日数に応じて、当該基準日以前６か月の期間の現日数を基礎

として日割りによって計算した額は、支給しない。 

 

 ３ 第３条の２第２項及び第３項後段の規定は、前２項の場合につい

て準用する。 

 

 



 
 

 

提出の理由 

 

 この条例の一部改正は、市議会への市民の信頼の確保に鑑み、市民の信頼に反

し、逮捕、勾留等身体を拘束される処分を受けた場合における議員報酬及び期末

手当の扱いについて、所要の改正を行うものです。 

その内容は、議員が逮捕、勾留その他身体を拘束する処分を受けた場合の議員

報酬及び期末手当の支給を日割りなどで一時差し止めるとし、不起訴処分や無罪

判決が出た場合、一時差し止めは取り消すが、有罪判決なら支給しないとするも

のです。 

なお、附則でこの条例は、公布の日から施行すると定めております。 



　次のとおり、地方自治法第１００条第１３項及び会議規則第１６２条の規定により

議員を派遣する。

1 南あわじ市斎苑桜花の郷竣工式

(1) 竣工式

(2)

(3)

(4) 全議員

2 東播・淡路市議会議長会定例会

(1) 定例会

(2)

(3)

(4) 正副議長

令 和 5 年 4 月 14 日

派遣議員

令 和 5 年 3 月 25 日

派遣議員

目 的

派遣場所 やしろ国際学習塾

議 員 派 遣 申 出 書

定 例 会令和5年3月24日

目 的

派遣場所 南あわじ市斎苑桜花の郷

期 間

期 間



南あわじ市議会

議長　長　船 口 博　様

令和 ５年 ３ｊ ２４日

議会ミ営委員会

委員長　 谷　 口　博

鴨会 中の 継続 調査 中莖書

「
」

一
Ｊ

一
一
一

末
二
言

本委員会は、 所掌事務のう ち次の事件について、 Ｍ会中の継続調査を要する

もの と決定したの で、 会議規則第１ ０９ 条の規定によ り申 しｉ ます。

１ 事　　件

（１

（２

（３

記

議会３営に関する事項

議会の会議規ｍ、 委員会に関する条例等に関する事項

議長の諮問に関する事項

２． 期　　ｍ

次回定例会迄



南あわじ市議会

議長　長　船　吉　博　様

令和 ５年 ３ｊ ２４日

総務ウこ教常任委員会

委員長　土　井

現会 中の 継続 調査 申出書

ｒ㎜－

１一 一一 －：．・｀－……１
．・ ：． ＿－Ｉ

ヤ
レ

本委員会は、 所管事務のう ち次の事件について、 篦会中の継続調まを要する

もの と決定したので、 会議規覧第１ ０９ 条の規定によ り申 しｉます。

１

記

事　　件

（１ ）市の総合的企画、調整について

（２ ）行財政計画について

（３ ）市有財産の維持管ＪＩと財源の確保について

（４ ）情報化の推進について

（５ ）離島振興対策について

（６ ）国際交流八び友好市ｐｌＴの調査について

（７ ）人権施策について

（８ ）消防・ 防Ｘが策の推進について

（９ ）教育の・実．文化・ スポーツ の振Ｒと 顎巫施鼈のを備について

（１ ０） 青夕年のＳを育成について

（１ １） ａ挙管ＪＩ委員会、を鼓委員、 ■定宍産評価審を委員傴に関すること

２。 期　　ほ

次回定例会迄



南あわじ市議会

議長　長　船 口 博　様

令１口５ 年３ １２ ４日

産業厚圭常任委員会

委員長　 吉　 ｍ　良

閉会 中の 継続 調を 申芭書

１

記

事　　件

（１ ）税の賦課徴収について

（２ ）生ａＳ境のを備推Ｊ５について

（３ ）福祉ヌｔ策について

（４ ）介護４険と 高齢化社会が策について

（５ ）Ｋ療体制とＳ康づく りの推まについて

（６ ）商工業‾ｋび観光の振興について

（７ ）農業振興の推進について

（８ ）水産振Ｓの推進について

（９ ）都市ま備事業の４を進について

（１０） 下水道事業の推進にづいて

（１ １） 農業・員会に関すること

２。 期　　限

次回定獸』会迄

ｍ・ｌ＝ご１
………レ……レＩ！

孝一＿ニレ］ 一二＝． ……：
いご ン；ふゾ：ｊ

本委員会は、 所管事務のう ち次の事件について、 Ｍ会中の継続調まを要する

もの と決ｔしたので、 会議規則第１ ０９ 条の規定によ り申 しｉますｏ



南あわじ市議会

議長　長　船 口 博　様

令和 ５年 ３１ ２４日

議会巴報こ聴常任委員会

委員長　北　条　ち　津

閉会 中の 継続 調査 中芭書

記

１ 事　　件

（１ ）議会広報詰に関する事項

（２ ）議会報告会に愾する事項

（３ ）議会ホームページに関する事項

（４ ）議会ラ イブＲ信、録画配信に関する事項

（５ ）その他議会ま報ま聴活動に関する事項

２。 期　　限

次回定例会迄

コつ

慳スレ≒
■　 －＝ ９＝

し二十
一一 一一

本委員会は、 所管本務のう ち次の事件について、 Ｍ会中の継四まを要する

ものと決定したので、 会議規則第１ ０９条の規定によ り申 し奥ます。


